















































































































から航空搬送された（計 136 名）（図 6）。この
うち、重症者 16 名は広域医療搬送によって北
海道、東京、秋田へ（図 7）、比較的軽症な傷
病者にあっては盛岡市内など花巻空港周辺の
医療機関への収容を図るなど、病状に応じて
柔軟に対応した（表 2）。
その一方で、災害拠点病院も多く被災し、
ライフラインやインターネットが寸断される
なか、EMIS での情報共有は充分になされず（図
8,9）、被災地の情報がわからない、あるいは誤っ
た情報が流れるといった混乱は繰り返された。
これは、医療機関の建物の被災やインターネッ
ト回線の不通によるものの他、もともとEMIS
に未加入あるいは EMIS による情報発信への
未習熟も原因のひとつとしてはあるようだ。
花巻空港 SCUにおいても、被災地内の正確な
被災状況や医療需要が把握できない状況が続
いたため、４日間にわたってのべ DMAT21
チームを被災地内災害拠点病院への投入、情
報収集、病院支援などを担当させた（図 10）。
考察—南海トラフ巨大地震に備えるために
災害拠点病院、EMIS、DMATの整備に代
表される「災害医療」における阪神・大震災
以降での「公助」への取組みが、東日本大震
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災でどの程度効果的に活用できたのか、進歩
と課題を表 3に示す。東日本大震災では SCU
のみならず、被災地のさまざまな場所で、
DMAT や日赤救護班をはじめとして、数多
くの組織に属する医療チームがある程度組織
的に活動したことは良かったが、多数の医療
チームが活動すればするほど、お互いの情報
共有や指揮命令系統の整理や統制が混乱し不
十分であったことも否めない（表 4）。なかで
もDMATとそれ以外の救護チームとの情報共
有がもっとも貧弱で、しっかりした引継ぎも
行わず撤収したDMATも多かったことは、活
動時間や活動内容などに関する過度な原則論
あるいは固定観念に縛られ過ぎたと言わざる
を得ない。もともと、各医療救護チームはそ
れぞれの所属による指揮命令を優先するだけ
ではなく、被災地の医療需要に基づいた活動
の調整を最優先すべきなのではなかったか？
以上をふまえ、南海トラフ級の地震に備え
るためには、時間的・空間的に広範囲かつ数
多く活動する医療救護チーム間の連携が重要
なカギを握ることは確実で、その中でリーダー
シップをとるべきは他でもないDMATと日赤
救護班であると認識し、身を引き締めるべき
であろう。加えて、さまざまな組織に属する
医療チームが、全体として有機的につながっ
て協調性をもって活動を展開するには、改め
て組織を超えた関係者での情報共有の重要性
とそれを全体として統制・統括する災害医療
コーディネートシステムの確立に対する関係
者の認識が重要かつ不可欠である。
結　　語
来るべき南海トラフ巨大地震に備えるため
には、これまでの経験から培われたDMATや
日赤救護班を縦糸に、災害拠点病院などのキー
パーソンに委ねられる災害医療コーディネー
ターを横糸にあらかじめ連携力を高めておく
とともに、過去にとらわれ過ぎない「想定外
を想定とする柔軟な対応力」の強化が求めら
れる。
南海トラフ巨大地震に備える　
―日本赤十字社の課題と対応策―
日本赤十字社総合福祉センター副所長　木村　尚文　他
東日本大震災以降、首都直下地震の最新の
被害予測や南海トラフ巨大地震の被害想定に
関する報道が、度々メディアに取り上げられ、
国民の不安が増している。日本赤十字社（以下、
日赤）は国の地震対応計画を受け、「指定公共
機関」として、既に防災業務計画の改正及び「東
海」「首都直下」「東南海・南海」の３つの大
規模地震対応計画を策定しているが、東日本
大震災における活動の検証をふまえて、改め
て対応計画の見直しを進めている。
平成７年の阪神淡路大震災において、日赤
をはじめとする救護機関は、初動活動の遅れ
を指摘された。日赤の医療救護は、従前は避
難所での医療活動や巡回診療に比重が置かれ
ており、災害の超急性期における救護活動の
強化が課題であった。このため平成 21 年から
全国赤十字救護班研修（通称：日赤 DMAT
研修）を重点的に実施し、急性期に対応でき
る人材育成に取り組んでいたことで、東日本
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